
別記様式第７号

新 規 事 業 箇 所 調 書

調書作成年月日 平成２３年 ２月 ７日

事 業 担 当 課 水産業基盤整備課

事 業 名 海岸保全施設整備事業（渡波漁港） 補助・単独の別 補助 事業主体 宮城県
わたのは

施行地名 石巻市渡波字梨木畑地先 管理主体 宮城県
いしのまきしわたのはあざな し きばた

根拠法令 海岸法第２７条

事業目的 昭和３５年度から４３年度にかけて整備した既設護岸は、近年の波浪時による

越波が著しく、浸水や道路が通行不能になるなどの被害が発生し住民生活に支障を

きたしていることから、護岸を改良するものである。

事業内容 護岸Ｌ＝２７５．５ｍの改良

事 業 費

全 体 事 業 費 費 用 負 担 内 訳

国 県 市町村 その他

( )

内用地費 [ ５０%] [ ５０%] [ － %] [ － %]

2.0億円 －億円 1.0億円 1.0億円 － 億円 － 億円

事業期間

事 業 期 間 平成２３年度～平成２６年度（ ４年間）

用地買収着手予定年度 平成 － 年度 工 事 着 手 予 定 年 度 平成２３年度

施設管理の予定 宮城県が管理を行っている。

上位計画等 社会資本整備重点計画（平成２１年３月３１日閣議決定）

事業を巡る社会経済情勢等

○社会経済情勢

近年波浪時における越波が著しく、平成２１年１０月には高波や冠水による道路通行

不能のため一部集落が一時孤立するなどの被害が発生している。
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○地元情勢、地元の意見

本地区では、平成２２年６月に地元の行政区長と県漁協支所運営委員長の連名で東部

地方振興事務所長あての「要望書」が提出され、８月に地元の集会所において事業概要

の説明を行ったところ、浸水被害を防いでほしいという要望が相次ぎ、事業の早期実施

に理解を示していただいている。

事業効果

○想定される事業効果

(1) 渡波漁港海岸地区における防護人口２００人の生命と、宅地７４棟や事業所など

の財産が冠水から守られる。

(2) 道路の冠水による集落の孤立を防ぐことができ、民生の安定が図られる。

関連事業の概要・進捗状況等 特になし

代替案との比較検討

既存の護岸の前面に護岸を設置することで、工事中も含め護岸背後の通路幅を確保し地

元住民の生活に支障をきたさないことなどを検討し、他に代替案はないと判断した。

コスト縮減計画

施設整備において、再生材の利用促進などを行い、コストの縮減を図る。

費用対効果

根拠マニュアル：治水経済調査マニュアル （平成２０年版）

社会的割引率： ４．０ ％

便益算定期間： ５０ 年

基 準 年：平成２３年

費 建設費 ２０９，７００ 千円

用 維持管理費 ２３，２００ 千円

項 総費用 ２３２，９００ 千円

目 現在価値（Ｃ） ２３２，９００ 千円

便 浸水防護便益 ６８５，８００ 千円

益

項

目 総便益 ６８５，８００ 千円

現在価値（Ｂ） ６８５，８００ 千円

費用便益比（Ｂ／Ｃ） ２．９４
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地域指定状況等

硯上山万石浦県立自然公園

影響と対策

湾内に養殖施設があるため、工事に伴う悪影響を及ぼさないように留意しながら施工

する。

事業箇所評価結果

評点による順 予算化された箇所数 評価結果と予算への反映状況が異なる場合の理由
位 （低順位にもかかわらず予算化された理由）

海岸保全施設整備事業 －

（新規事業箇所）

１位／１ １ 箇所

対応方針

事業実施
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（参考資料１）

事 業 概 要 図

事業名 海岸保全施設整備事業（渡波漁港） 施工地名 石巻市渡波字梨木畑 地先

位 置 図
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渡波漁港海岸（高潮）



（参考資料２）

事 業 概 要 図

事業名 海岸保全施設整備事業（渡波漁港） 施工地名 石巻市渡波字梨木畑 地先

平 面 図

横 断 図
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護岸 Ｌ＝２７５．５ｍ



（参考資料３）

事 業 概 要 図

事業名 海岸保全施設整備事業（渡波漁港） 施工地名 石巻市渡波字梨木畑 地先

現況写真

冠水状況
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